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望と能力に応じた就労の機会を確保するとともに、各種相談を行い生活の安定と生

きがいを高めることを目的とし、次のとおり相談業務を実施した。 

イ．相談受付 

区  分 相談方法 相談日と相談時間 

職業相談  

電話又は来所 

毎週月曜日から金曜日 

午前 8 時 30 分～午後 5 時 00 分 求人相談 

求職相談 

ウ．求人・求職紹介の状況 

求人 求職（Ａ） 紹介 
相談数 

合計 

就職 

(Ｂ) 

就職率 

（Ｂ/Ａ×100）% 

34 人 130 人   103 人   304 人   29 人       22％ 

② 求人開拓及び啓蒙普及 

ア．企業等訪問 

 計画的に企業等を訪問し、求人開拓を行い、職業紹介の円滑化を図った。  

訪問者 相談員 

訪問先 ・那覇商工会議所        ・ホテルサンパレス 

    ・ダイキ管財           ・沖縄ビル管理（株） 

    ・沖縄保安警備（資）      ・（株）サン食品 

    ・（株）レキオ        ・セキュリティーサービス 

    ・（株）国際ビル産業     ・極東警備センター（株） 

    ・アクト総合サービス（株）  ・沖縄ビルメンテナンス協会 

イ．リーフレット等の配布 

配 布 先 市町村、老人クラブ、各種大会、関係機関、団体等 

ウ．広報活動 新聞広告無料掲載欄:沖縄タイムス「情報ありくり」 

琉球新報「暮らしの情報コーナー」 

エ．求職情報誌の発行 

発行部数 毎月６０部 

配 布 先 企業、関係機関、団体等 

ⅥⅥⅥⅥ    利用者利用者利用者利用者のののの立場立場立場立場にににに立立立立ったったったった福祉基盤福祉基盤福祉基盤福祉基盤づくりづくりづくりづくり    

１１１１    地域福祉権利擁護事業地域福祉権利擁護事業地域福祉権利擁護事業地域福祉権利擁護事業（（（（日常生活自立支援事業日常生活自立支援事業日常生活自立支援事業日常生活自立支援事業））））のののの推進推進推進推進    

平成２１年度は、事業の円滑な実施及び利用ニーズへの適切な対応を図るため、専門員

を３名（豊見城市、宮古島市、石垣市）増員した。専門員増員に伴い、虐待防止への取り

組みについて関係機関での連携や対応力向上を図るため研究協議会を開催した。また、障

害者の地域生活移行や自立生活支援のため権利擁護の視点にたったシンポジウムを開催す

るなど、権利擁護の基盤整備に努めた。 

平成２１年３月末現在、実利用者数４４２件、相談件数２８,２５９件、契約件数８４件、

解約者数５９件の事業実績となっている。 
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（１）啓発普及活動の推進 

① チラシ・パンフレットの増刷 

     部 数： １５,０００枚 

     配布先： 各種研修会･大会、関係機関連絡会議、各市町村社協等 

② 各種大会、研修会、会議等での広報活動 

期 日 会 場 内  容 
参加 

人数 

8 月 3 日 県社協事務所内 
沖縄弁護士会依頼による司法修習生への

事業説明 
2 名 

10 月 22 日 宜野湾市社協 宜野湾市民児協 生活福祉部講話 20 名 

10 月 28 日 
琉球リハビリテーシ

ョン学院 

琉球リハビリテーション学院学生への事

業説明 
30 名 

11 月 4 日 沖縄国際大学 沖縄国際大学学生へ事業説明 100 名 

11 月 19 日 久米島町社協 久米島町内関係機関への事業説明 23 名 

11 月 24 日 座間味村社協 座間味村社協職員・民生委員へ事業説明 6 名 

12 月 2 日 八汐荘 2 階大ホール 
沖縄県弁護士会高齢者・障害者等権利擁

護特別委員会への講話 
40 名 

2 月 17 日 
金武町総合保健福祉

センター2階会議室 
金武町地域ケア会議 20 名 

（２）地域福祉権利擁護推進員の設置促進及び連携強化 

① 地域福祉権利擁護推進員等に対する研修・会議の開催 

ア．地域福祉権利擁護推進員等研修会 

期  日 平成２１年１１月１２日 

会  場 県総合福祉センター４０３研修室 

参加対象 地域福祉権利擁護推進員、福祉活動専門員、地域福祉権利擁護事業専門員、

コミュニティーソーシャルワーカー、他社協職員等  

参加者数 ５６名 

内  容 講義 1「障害者のくらしと国際的動向 権利に基づいた地域生活を考える」 

  講師 沖縄国際大学総合文化学部人間福祉学科・准教授 岩田直子氏 

  演習 1「地域生活支援を支える仕組みをつくる」（ワークショップ） 

イ．高齢者の虐待防止・権利擁護における関係機関研究協議会 

期  日 平成２２年１月２９日 

会  場 総合結婚式場ジュビランス ４階第１研修室 

参加対象 市町村高齢者虐待担当職員、地域包括支援センター職員、市町村社会福祉

協議会職員、県福祉保健所職員、病院（相談員、医療ソーシャルワーカー）、

沖縄県宅老所連絡会 

参加者数 ８５名 

内  容 講義「高齢者虐待の基本的理解と構造」 

講義・グループ討議「高齢者虐待の介入とネットワークの展開」 

講師 服部安子氏（社会福祉法人浴風会 浴風会ケアスクール校長） 

ウ．障がい者の地域生活支援シンポジウム 

期  日 平成２２年３月１８日 
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会  場 県総合福祉センター ゆいホール 

参加対象 障害（児）者施設、市町村福祉関係部（課）職員、市町村社会福祉協議会、

福祉系大学・専門学校、ＮＰＯ・当事者団体、医療ソーシャルワーカー、

社会福祉士、精神保健福祉士、介護福祉士、県関係機関、民児協、障害者

相談支援センター、精神障害者地域生活支援センター、障害者就労支援セ

ンター、地域包括支援センター、教育委員会、医療機関 

参加者数 １１７名 

内  容 基調講演「権利条約から障害者の地域での自立生活を考える」 

講師 高嶺豊氏（琉球大学法文学部人間科学科教授） 

シンポジウム１「障がい者の地域生活・自立生活の現場から」 

 コーディネーター 沖縄県社協 地域福祉部長 嘉陽孝治 

 コメンテーター  琉球大学法文学部人間科学科 教授 高嶺豊 氏 

 シンポジスト 

 「地域で生きる」  宮城秀明 氏 

 「重度障害者が地域で自立生活をしていく」 

 沖縄県自立生活センターイルカ代表 長位鈴子 氏 

 「特別支援教育の現状と課題」 

 沖縄市子ども家庭課 障がい児相談員 砂川喜洋 氏 

 「地域で働きたいを支援して」 

 那覇市障害者就労支援センターさわやか所長 浦崎佳子 氏 

 シンポジウム２「これからの地域生活・自立生活に必要な基盤と支援」 

② 市町村社協独自の権利擁護の取り組みに関する相談・支援 

期 日 巡回地 内容 参加人数 

4 月 27 日 八重瀬町 地域福祉権利擁護事業 八重瀬町利用者ｹｰｽ会議 4 名 

5 月 22 日 渡嘉敷村 渡嘉敷村利用者及び関係機関訪問 10 名 

7 月 24 日 今帰仁村 北社連業務推進部会における講話 10 名 

（３）生活支援員の確保及び養成研修の実施 

① 生活支援員研修会の開催 

【宮古地区】 

期 日 平成２１年１０月１９日 

会 場 城辺社会福祉センター 

参加者 ９名（生活支援員７名、地域福祉権利擁護事業専門員２名） 

内 容 講  義 「精神障害者の特徴と日常生活支援」 

    事例演習 「事例を通じて生活支援のポイントを学ぶ（グループワーク）」 

    講  師 沖縄大学人文学部福祉文化学科准教授 名城健二 氏 

【八重山地区】 

期 日 平成２１年１０月２６日 

会 場 石垣市健康福祉センター 第２研修室 

参加者 １０名（生活支援員８名、地域福祉権利擁護事業専門員等２名） 

内 容 講  義 「精神障害者の特徴と日常生活支援」 
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    事例演習 「事例を通じて生活支援のポイントを学ぶ（グループワーク）」 

    講  師 沖縄大学人文学部福祉文化学科准教授 名城健二 氏 

【本島地区】 

期 日 平成２１年１１月２０日 

会 場 県総合福祉センター第７会議室 

参加者 ６８名（生活支援員５５名、地域福祉権利擁護事業専門員等１３名） 

内 容 講  義 「精神障害者の特徴と日常生活支援」 

    事例演習 「事例を通じて生活支援のポイントを学ぶ（グループワーク）」 

    講  師 沖縄大学人文学部福祉文化学科准教授 名城健二氏 

 

（４）関係機関・団体との連携強化 

① 家事関係機関連絡会議への参加 

期  日 平成２１年７月１６日 

会  場 那覇家庭裁判所 

参加機関 県高齢者福祉介護課、県障害保健福祉課、沖縄弁護士会、成年後見センタ

ー・リーガルサポート沖縄支部、沖縄県社会福祉士会ばあとなあ沖縄、沖

縄税理士会、那覇家庭裁判所（沖縄支部、名護支部、平良支部、石垣支部）、

地域福祉権利擁護事業基幹的社協（名護市社協、沖縄市社協、浦添市社協、

那覇市社協、豊見城市社協）、沖縄県社協 

内  容 ・第三者後見人の給源の確保・拡大 

           ・第三者後見人による後見事務に関して考慮すべき事項          

② 九州各県・指定都市社協 地域福祉権利擁護センター連絡会議への参加 

期  日 平成２１年８月１１日 

会  場 熊本県総合福祉センター ３階第３会議室 

参加機関 佐賀県社協、熊本県社協、大分県社協、宮崎県社協、鹿児島県社協、長崎

県社協、福岡市社協、北九州市社協、全社協 

内  容 

ア．基調説明 全国社会福祉協議会 地域福祉部 副部長代理 宗方涼氏 

イ．実践報告「社協における法人後見」 

（ア）沖縄県社協 

（イ）北九州市社協 

ウ．各県・指定都市提出協議題の協議 

（ア）日常生活自立支援事業の全市町村への移行について 

（イ）基幹的社協への運営費に係る委託費（補助）の積算方法について 

（ウ）生活支援員の雇用について 

（エ）契約者数増加への専門員、生活支援員のあり方について 

（オ）金融機関への事業周知の方法（通知等）について 

（カ）返却先のない預かり物の対応について           
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（５）全社協研修会への参加 

① 「日常生活自立支援事業専門員実践力強化研修Ⅰ」への参加 

期 日 平成２１年７月２７～２８日 

会 場 全国社会福祉協議会 灘尾ホール 

参加者 川満大、津波香織 

② 「日常生活自立支援事業専門員実践力強化研修Ⅱ」への参加 

期 日 平成２２年２月２５～２６日 

会 場 全国社会福祉協議会 灘尾ホール 

参加者 川満大、津波香織 

（６）基幹的社協への支援・監督の強化 

① 契約締結審査会の開催 

【委 員】 

保良昌徳（学識経験者： 沖縄国際大学・教授） 

照屋俊幸（法律分野： 照屋俊幸法律事務所・弁護士） 

田崎琢二（医療分野： サマリヤ人病院 副理事長・医師） 

道下あかね（精神保健分野： 新垣病院 精神保健福祉士） 

石川和徳（社会福祉分野： 居宅介護支援センター幸地所長・社会福祉士） 

玉城譲治（社会福祉分野： 沖縄県知的(身体)障害者更生相談所・心理判定班長） 

ア．定例委員会（毎月第３火曜日 午後３時より） 

期 日 会 場 議  題 
参加 

人数 

4 月 21 日 県総合福祉センター 
・委嘱状の交付   ・委員長の選任 

・契約者報告（7件）・解約者報告（9 件） 
6 名 

6 月 16 日 〃 ・契約者報告（10 件）・解約者報告（7 件） 4 名 

7 月 21 日 〃 ・契約者報告（9件）・解約者報告（7 件） 4 名 

8 月 18 日 
〃 ・審査依頼（１件） ・契約者報告（3 件) 

・解約者報告（2件） 
3 名 

9 月 15 日 〃 ・契約者報告（8件）・解約者報告（4 件） 5 名 

10月20日 
〃 ・審査依頼（1 件） ・契約者報告（6 件） 

・審査依頼（4 件） ・上半期事業報告 
5 名 

11月17日 〃 ・契約者報告（4件） 5 名 

12月15日 〃 ・契約者報告（3件）・解約者報告（14 件） 4 名 

1 月 19 日 〃 ・契約者報告（11 件）・解約者報告（3 件） 5 名 

2 月 16 日 〃 ・契約者報告（12 件）・解約者報告（2 件） 5 名 

3 月 16 日 〃 ・契約者報告（12 件）・解約者報告（3 件） 5 名 

② 地域福祉権利擁護事業専門員連絡会議の開催 

期 日 会  場 議       題 参加人数 

6 月 25 日 
県総合福祉

センター 

・事務連絡 

・協議事項（後見人のいるケースの利用指針の

作成、権利擁護事業を展開する上での行動計

画・目標の明確化等） 

19 名 

8 月 27 日 〃 

・連絡・報告事項 

・協議事項（利用料の徴収について、基幹的社

協の現状・課題の把握について等） 

18 名 
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期 日 会  場 議       題 参加人数 

・委託費の取り扱いについて：説明と確認 

11月26日 〃 
・連絡・報告事項 

・協議事項（後見業務との役割整理について、

新規相談者受付について等）  ・その他 

20 名 

2 月 8 日 〃 

・平成 21 年度実績報告（12 月末現在） 

・協議事項（様式整理確認及び業務マニュアル

の作成等について、支援員確保について等） 

・その他 

16 名 

③ 地域福祉権利擁護事業 基幹的社協事務局長連絡会議の開催 

開催日 会  場 議       題 参加人数 

3 月 2 日 
県総合福祉

センター 

・実績報告 

・平成 22 年度委託費について ・その他 
17 名 

④ 市町村社協への巡回訪問支援活動 

期 日 巡回地 内    容 

5 月 25 日 豊見城市他 事業等調整（豊見城市・那覇市・浦添市・沖縄市） 

6 月 4 日 渡嘉敷村 利用者ケース会議（渡嘉敷村社協） 

6 月 11 日 名護市 事業等調整（名護市社協） 

6 月 26 日 沖縄市   〃  （沖縄市社協） 

6 月 29 日 浦添市他   〃  （浦添市・西原町・中城村・宜野湾市・北中城村） 

7 月 7 日 浦添市   〃  （浦添市社協） 

7 月 10 日 那覇市他   〃  （那覇市・南城市・南風原町・与那原町） 

7 月 23 日 豊見城市 利用者ケース調整 

8 月 14 日 南風原町   〃     （障がい者相談支援センターりんく） 

8 月 20 日 粟国村 事業等相談（粟国村社協） 

9 月 9 日 沖縄市 事業等調整（沖縄市社協） 

10月14日 浦添市   〃  （浦添市社協） 

10月30日 浦添市   〃  （浦添市社協） 

11 月 5 日 浦添市   〃  （浦添市社協） 

11月18日 久米島町 利用者訪問等（久米島町社協） 

2 月 15 日 久米島町 利用ケース等臨時対応（久米島町社協） 

⑤ 地域福祉権利擁護事業実施状況（別掲１６１頁参照） 

２２２２    苦情解決事業苦情解決事業苦情解決事業苦情解決事業のののの推進推進推進推進    

福祉サービス利用援助事業の適正な運営の確保及び福祉サービスに関する利用者等から

の苦情の解決を行う機関として、社会福祉法第８３条の規定により県社協に運営適正化委員

会が設置されている。本年度も、苦情解決部会開催による苦情への迅速な対応を図るととも

に、事業者段階での苦情解決を促進する仕組みの整備状況調査や相談事例研究、「苦情解決基

礎セミナー」等を実施した。 

（１）各種委員会・会議等の開催 

① 運営適正化委員会（全体会議）（合計６回、会場はいずれも県総合福祉センター） 

第５期運営適正化委員会委員（１２名） 

岡島実（委員長）・竹藤登・福井彰雄・鎌田佐多子・仲本しのぶ・倉持輝幸・横田泉・

真栄平勉・玉村安子・仲松隆男・勝連但博・崎山朝康 
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期 日 議 事 ・ 内 容 等 参加者数 

4 月 16 日 平成 20 年度運営適正化委員会実績報告 10 名 

6 月 18 日 日常生活自立支援事業について 8 名 

8 月 20 日 都道府県運営適正化委員会委員長・事務局長会議報告 10 名 

10 月 15 日 上半期相談件数等報告 9 名 

12 月 17 日 日常生活自立支援事業について 7 名 

2 月 18 日 平成 21 年度事業計画および予算案の説明について 7 名 

② 運営監視部会(合計５回、会場はいずれも県総合福祉センター) 

運営監視部会委員（１２名）  ※委員は①運営適正化委員会委員と同じ 

期 日 議 事 ・ 内 容 等 参加者数 

4 月 16 日 
平成 20 年度日常生活自立支援事業実績報告 

平成 21 年度    〃     事業計画 
10 名 

6 月 18 日 日常生活自立支援事業 相談・契約状況 8 名 

8 月 20 日 法人後見に関する調査研究事業 10 名 

10 月 15 日 日常生活自立支援事業（上半期）の実施状況 9 名 

2 月 18 日 基幹的社協現地調査の報告 7 名 

③ 苦情解決部会（合計６回、会場はいずれも県総合福祉センター） 

第５期運営適正化委員会委員（８名） 

岡島実（委員長）・竹藤登・福井彰雄・鎌田佐多子・仲本しのぶ・倉持輝幸・横田泉・

真栄平勉 

期 日 議 事 ・ 内 容 等 参加者数 

4 月 16 日 苦情案件の審議（2 件） 6 名 

6 月 18 日    〃   （9 件） 6 名 

8 月 20 日    〃   （7 件） 6 名 

10 月 15 日    〃   （5 件） 6 名 

12 月 17 日    〃   （7 件） 7 名 

2 月 18 日    〃   （12 件） 4 名 

④ 小委員会、調整会議、事情調査の実施（参加者数は事務局のぞく） 

期 日 議 事 ・ 内 容 等 参加者数 

5 月 21 日 苦情対応のための小委員会 3 名 

9 月 25 日  〃 6 名 

11 月 6 日  〃 2 名 

3 月 15 日  〃 3 名 

（２）広報・啓発普及活動 

① 「運営適正化委員会活動報告書」の作成・配布（Ａ４判、800 部）※共募配分金を活用 

② 苦情解決ポスターの作成および配布（Ｂ３判５００部）※共募配分金を活用 

③ 「福祉サービス事業者のための苦情解決ガイドブック 増補版」の配布 

④ 運適ホームページを活用した情報提供 

⑤ 県福祉保健部福祉・援護課への広報依頼（ラジオ県民室、電光広報塔、県広報誌） 

⑥ 新聞情報無料掲載欄への投稿および掲載 

⑦ 運営適正化委員会チラシの関係機関窓口への設置依頼 

（３）県外研修会等への派遣 

① 都道府県運営適正化委員会委員長・事務局長会議 
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期 日 平成２１年７月１５日 

会 場 全社協第３～第５会議室（東京都） 

内 容 行政説明  

説  明 「運営適正化委員会の現状と課題」 

講  義 「利用者の権利擁護推進と運営適正化委員会の役割」 

全 体 会 「意見交換」 

参 加 者 池原進徳 

② 都道府県運営適正化委員会相談員研修会 

期 日 平成２１年７月１６～１７日 

会 場 全社協第３～第５会議室（東京都） 

内 容 行政説明 

説  明 「運営適正化委員会における苦情受付・解決状況について」 

講  義 「運営適正化委員会の機能と相談員の役割」 

講義・演習「困難事例への対処と解決の方法」 

参 加 者 古見博信 

（４）県内研修会の実施 

① 「苦情解決基礎セミナー」 

期 日 平成２１年７月２日 

会 場 県総合福祉センター  

内 容 基調報告 「本県における苦情解決の取り組み状況について」 

講  話 「苦情解決制度の充実と福祉サービスの質の向上について」 

講  師 東洋大学 教授 髙山 直樹 氏 

参 加 者 ２３７名 

（５）各事業所等における研修会等への講師（事務局員）派遣 

期 日 実施先 議 事 ・ 内 容 等 参加者数 

4 月 20 日 北谷町社会福祉協議会 苦情解決事業について 8 名 

6 月 29 日 沖縄中央育成園 
県内福祉施設における苦情内

容・解決への取り組み 
70 名 

12 月 10 日 沖縄小児発達センター 苦情解決事業について 20 名 

1 月 21 日 宜野湾市役所福祉保健部 
福祉サービスに関する苦情解

決について 
20 名 

（６）巡回指導の実施 

期日 施設名 市町村名 

11 月 12 日 渡名喜村社会福祉協議会 渡名喜村 

11 月 25 日 特別養護老人ホーム名護厚生園 名護市 

 〃 特別養護老人ホーム具志川厚生園 うるま市 

12 月 2 日 首里当蔵保育園 那覇市 

1 月 12 日 知的障害者授産施設 そてつ  〃 

1 月 13 日 風のわ保育園 本部町 

 〃 ゆい保育園  〃 


